
 
東京都市大学利益相反マネジメント規程 

 

                                 平成２３年３月１６日 

制      定 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、東京都市大学利益相反マネジメント・ポリシー（以下「ポリシー」という。）

に基づき、東京都市大学（以下「本学」という。）における産官学連携活動における利益相反

を適正に管理することを目的とする。 

（利益相反マネジメント対象者） 

第２条 東京都市大学就業規則第２条に定める者（以下「教職員」という。）を対象とする。 

（利益相反マネジメントの対象事項） 

第３条 利益相反マネジメントは、次の各号に該当する場合を対象とする。 

（１）次のいずれかに該当する企業等があること。 

   ア 本学と共同研究、受託研究、技術指導、寄付金などにおいて契約関係等がある。 

   イ 本学に対して、製品又はサービスを提供する関係がある。 

   ウ 本学の研究成果の移転を受けたことがある。 

（２）前号の企業等と次のいずれかの関係にあること。 

   ア 同一企業等から合計して年間２００万円以上の給与、原稿料等の収入又は物品、設備

の提供等の便益の供与により個人的な経済的利益を得る場合 

イ 同一企業等から公開株では発行済み株式総数の５％以上、非公開株では１株以上の個      

  人的な経済的利益を得ている場合 

ウ 同一企業から年間５００万円以上の物品購入（業務委託含む）を行っている場合 

  エ その他研究活動に関し外部から何らかの便宜を供与された、又は供与されることが想

定される場合 

（利益相反マネジメントの判断基準）  

第４条 産官学連携活動を推進する上で生ずる利益相反の問題を解決する指針として、次の事項

を利益相反マネジメントの判断基準とする。 

（１）教職員が、本学における職務に対して、個人的な利益を優先させていると客観的に判断

されることのないようにすること。（個人としての狭義の利益相反） 

（２）本学が、本学の社会的責任に対して、本学の利益を優先させていると客観的に判断され

ることのないようにすること。（大学＜組織＞としての狭義の利益相反） 

（３）個人的な利益の有無に係わらず、教職員が本学以外の活動を優先させていると客観的に

判断されることのないようにすること。（責務相反）  

判断基準は、個別の事情に応じて判断することにより、多様な対応方法を可能とする取扱を

する。 

 

第２章 利益相反マネジメントの体制 

（利益相反マネジメント委員会） 

第５条 本学における利益相反マネジメントに関する次の事項の審議等を行うため、利益相反マ

ネジメント委員会（以下「委員会」という。）を置く。 



（１）利益相反マネジメント・ポリシー等の制定及び改廃の検討 

（２）利益相反問題の防止に関する施策の検討及び実施 

（３）第１１条の規定による自己申告書の内容の検討、評価及び調査 

（４）前各号に掲げるもののほか、利益相反に係る重要事項 

（委員会の組織） 

第６条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（１）副学長又は学長の指名する者 

（２）研究委員会委員長 

（３）リスク管理委員会委員長 

（４）総合研究所所長 

（５）産官学連携担当部署の長 

２ 委員長が必要と認めるときは、前項の委員以外の者を委員に加えることが出来るほか、外部

専門家を利益相反アドバイザーとして委嘱し、助言を求めることが出来る。 

（委員長） 

第７条 委員会に委員長を置き、前条第１項第１号の委員をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故があるとき又は欠けるときは、あらかじめ委員長の指名した委員が、その職務

を代行する。 

（定足数） 

第８条 委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは，議長の決するところに

よる。 

（利益相反カウンセラー） 

第９条 教職員の利益相反問題に関するカウンセリングを行うため、利益相反カウンセラー（以

下「カウンセラー」という。）を置く。 

２ カウンセラーは、委員会委員が兼務するものとし、委員長が必要と認めるときは、外部専門

家をカウンセラーとして委嘱することが出来る。 

３ カウンセラーは、教職員から利益相反に関する相談があった場合は、カウンセリングを行う

とともに、内容を委員長に報告するものとする。 

 

第３章 利益相反マネジメントの手続き等 

（教職員からの相談） 

第１０条 教職員は、産官学連携活動に伴い利益相反に関する疑義が生じた場合は、随時、カウ

ンセラーに相談できるものとする。 

 （教職員からの自己申告） 

第１１条 教職員は、第３条各号に該当する場合は、別途定める産学連携活動に係わる自己申告

書（以下「自己申告書」という。）を委員長に提出しなければならない。 

（情報の調査、検討等） 

第１２条 利益相反に関する情報の調査、検討及び対処方法は、次の各号のとおりとする。 

（１）委員会は、教職員からの利益相反に関する相談、自己申告書による情報及び必要な状況

調査による情報について、ポリシー及び第４条に規定する判断基準をもとに利益相反に

関する評価を行うとともに、必要に応じ、カウンセラーが該当する教職員に対しカウン

セリングを行うなど、問題解決にあたる。 



（２）委員長は、必要に応じ委員会の審議内容について、学長に報告する。 

（３）教職員は、委員会の評価等に不服がある場合は、委員長への申し出により、委員会に再

評価等を求めることができる。 

（情報公開） 

第１３条 委員会は、本学の利益相反に関する情報を必要な範囲で学内外に公表することにより

社会等に対する説明責任を果たす。 

２ 委員会が許容し得ると判断した行為については、その行為に関する学外からの調査等に対し

て委員会が対応する。 

３ 委員会は、学内外への情報公開にあたって、教職員の個人情報の保護に留意するものとする。

（情報の取扱い） 

第１４条 委員会は、教職員からもたらされた利益相反に関する情報を適切に管理しなければな

らない。 

２ 委員会委員は、任務中に知り得た利益相反に関する情報を、任期中及び退任後も、他に漏ら

してはならない。 

（研修等） 

第１５条 委員会は、利益相反に関する研修の実施や啓発に努めるものとする。 

（事務） 

第１６条 この規程に係る事務は、産官学連携担当部署が処理する。 

 

第４章 雑則 

（雑則） 

第１７条 この規程に定めるもののほか、実施に必要な事項は、委員会の議を経て、学長が定め

る。 

（規程の改廃） 

第１８条 この規程の改廃は、研究委員会に諮り大学協議会の議を経て、学長が行う。 

 

付 則（平成２３年３月１６日） 

この規程は、平成２２年４月１日から適用する。  

 

 

 


